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葉　　　　　剛　
Ⅰ　はじめに
もともと「社会主義」と自称した諸国においては、国家主導の下で生産手段公有の経済組織が
国民経済の担い手となり、国民経済の再生産活動を行っていた。そのため、生産手段の公的所有
から私的所有への移行（生産手段の私有化）が国家から、または「上」から行うことにはほかな
らない。したがって、移行経済の私的所有企業を研究する際、まずその国における法律・法令体
系の再整備への考察を避けて通らないことだと思われる 1。
経済移行期において中国の生産手段所有制度の変容については、断片的に検討した文章が散見
されている 2が、それを系統的に考察した研究は非常に少ない。さらに管見によれば政策と法律
の再編の背景に潜んでいる因果関係を分析する研究はあまりないといえる。
現在に中国共産党の会議の文献、そして、政策制定にかかわる重要な人物の回顧録が大いに公
になり、入手しやすい文献が移行期の初期と比べると、比較的多くなった。本研究は、これらの
資料に基づいて今まで生産手段の私有化をめぐる中国の法律・法令体系の再整備を時系列的に整
理する。その上、政策調整の手段、あるいは政策制定の過程を入念に検討する。さらに生産手段
私有化に関する法律・法令体系の整備がうまく進まなかった要因をより深く掘り下げて検討して
みることにする。
Ⅱ　分配制度の再建の提起
さて、中国においては生産手段の私的所有への容認の提起が鄧小平の中共中央（中国共産党中
央委員会－以下は同じ）工作会議（ワーキング・ミーティング）の閉幕演説を端緒とされている。
1978年 11月 10日に前述の中共中央工作会議が開かれた。この会議において、共産党の幹部が
文化大革命（以下は「文革」と略す）に残されている政治犯の冤罪、党内の不当処分等の問題、
および「文革」後の新たな国づくりの理念をめぐり、大いに議論した。実は、この会議は、その
直後（12月 18日）に開かれた中国共産党第 11期中央委員会第 3回大会 3の議題を提案するもの
でもある。鄧小平がこの中共中央工作会議閉幕演説（12月 13日）で、「…経済政策においては、
一部の地域、一部の企業、一部の労働者と農民が勤勉な労働や努力によって先に収入を増やし、
生活をよくすることを認めるべきだと私は思う。…」4ということを大胆に語った。ちなみにそ
の後、この鄧小平の考え方が「先富論」と呼ばれるようになった。
鄧が引き続いて「これこそが中国にとって大きな政策であり、国民経済の全体に影響を与え、
国民経済の発展を促進する政策でもある。」5ということを述べ、金銭的インセンティブシステム
の再建、競争原理の導入への容認がいかに重要であるかを示唆した。
非中央集権的計画経済の国において、「競争原理」、「金銭的インセンティブシステム」の存在
が自然に受け入れられるはずである。しかし、中国共産党が従来からも共産主義、社会主義を信
奉している。また、1949年から 1956年までにかけての間、農業部門と非農業部門の生産手段の
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公有化を積極的に推し進め、つい 1956に社会主義化 6を実現したと宣言した中国は、徐々に市
場原理、私的生産手段所有制に基づいた経済から遠ざかっていった。よって、このような背景を
照らし合わせて考えてみると、20年後の 70年代半ばには、「競争原理」や「金銭的インセンティ
ブシステム」等が中国に相容れないと多くの中国共産党のメンバーが思っているのは考えられる。
そのため、前記のような提唱をしたと同時に、鄧が「みな真剣に考えるよう」7と共産党上層部
のメンバーに呼び掛けた。
于光遠氏 8によると、これ（「先富論」）について前述の会議中、鄧がより具体的に富裕層の割
合を述べたという。同年 12月 2日に鄧が前述の閉幕演説原稿の作成について胡曜邦 9と于光遠
とを呼び寄せ、意見を交わした。その際、鄧が、「一部の企業、一部の地域、および一部の農民
を先に裕福にさせるのは、重要な政策である。一部分（の企業、地域、農民、労働者―筆者の注）
が先に裕福になり、（富裕層が―筆者の注）農村部では 5％から 10％へ、さらに 20％へと拡大し、
そして都市部では 20％である。…一部の人が豊かになったことは、さらにほか（の地域、人―
筆者の注）に影響を及ぼすはずである」10と述べたという。これによって、鄧小平の「先富論」
は決して軽率に思いついたものではなく、それが実現でき、なおかつ経済開発に効果が大きいこ
とを見込んで、かなり熟慮した考え方だと判断できる。
その 5日後、開催された中国共産党第 11期中央委員会第 3回大会（1978年 12月 18から 22
日まで）にて中国共産党の政策方針として社会の安定を図りながら、経済発展を推進していく方
策が打ち出された。また、「計画経済の下で、各地方、企業、農業により多くの自主権を与える
べきである。…党（共産党の党―筆者の注）と企業、政治（正確にいうと行政―筆者が注）と企
業の一体化の解消に真剣に取り組む」11ということを新たに提言し、従来の経済制度の歪みを是
正し、政治活動と経済活動との不明確な関係を断ち切ろうとしている。
この会議によって打ち出された中国共産党の方針がこれから政治闘争を優先する過去と決別し
ようとする姿勢をうかがわせている。しかし、この大会公報においては、従来の「按労分配」（労
働実績の数量、質によって賃金を与えること）を強調しただけで、「先富論」の内容が大会公報
に盛り込まれなかった。
また、政治闘争から経済開発への移行を提唱したもう一人の重要な人物である葉剣英（当時、
全国人民代表大会委員長－日本の国会議長に相当する）は 1979年 9月 29日に中華人民共和国創
立 30周年祝賀大会のセレモニーにて、「今は、限られた範囲に都市部と農村部の労働者個人経営
が存続しており、これが社会主義公的所有経済に付属する部分でもあり、社会主義公的所有経営
を補完する部分でもある」ということを述べた 12。実際には、このセレモニーがその前日の 28
日に閉会された中国共産党第 11期中央委員会第 4次大会（会議期間は 9月 22日－ 28日）にて
審議された 13が、個人経営に関して『中国共産党第 11期中央委員会第 4回大会公報』は一言で
も触れなかった。つまり、生産手段の私的所有の容認について、共産党上層部において必ずしも
意見が一致していないため、このセレモニーによって民衆に中国共産党にはこのような意思があ
ることを公開し、民意を問うのを狙っていたことも考えられる。
さらに、1980年 1月 16日に開かれた中共中央の主催の幹部会議 14にて鄧小平は『目前の情勢
と任務』15の党務報告を行った。この報告の中で、鄧が「…われわれは、特別功労者や組織に精
神的なインセンティブと金銭的なインセンティブを与えると同時に、一部の人と一部の地域がよ
り勤勉で、努力したうえ、より多くの収入を得て、先に裕福になることをも主張すべきである。…」
を再び明言した。
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しかし前述の中共中央工作会議と中国共産党第 11期中央委員会第 3次大会にて、中国が政治
理念をシフトするのを主張し、これから政治闘争を中心任務とした国作りから経済開発を中心任
務とした国作りへと移行しようと宣言したのにかかわらず、実際には経済制度の移行について議
論されたかもしれないが、大きな実りに結ぶことができなかったのは事実である。つまり、これ
らの会議においては、中国共産党は経済制度の移行に関する諸政策問題を解決したとはいいがた
い 16。確かに、50年代から 70年代半ばにかけての間、幾つかの政治運動 17は多くの政治家の冤
罪を負わせ、共産党党員への不当処分を生み出した。これらの政治問題を片つけるのが非常に重
要で、なおかつ緊迫な政治家の使命だと中国共産党の主流派は考えていたと思われる。
こうして、従来の共産主義の信奉者である教条的な中国共産党長老達の多くが復帰し、上層部に
返り咲いた。また、30年ほど中央集権的計画経済、公的所有の下で、経済の開発を推進してきた中
国においては与党政権が変わっていない。このような状況の下で、長老達にとっては生産手段の私
有化が依然としてタブーであった。がゆえに、このような長老達の君臨している中国において、即
座に市場経済と私的所有の全面的な導入の考え方を受け入れるのは極めて困難なことだといえる。
Ⅲ　生産手段私有化の法整備の萌芽期
政治闘争の負の遺産に中国の当局指導者が 2年間ほど縛られており、経済移行の重要な手続
きとしての私的所有企業の容認を公式的に行わなかった。中国共産党第 11期中央委員会第 3回
大会の約 3年後、私的所有企業の存在はようやく、中国政府が認めるようになった。すなわち、
1981年 7月 7日に、国務院が『都市部と農村部の非農業個人経営に関する政策規定』18（以下は
『政策規定』と略す）を公布した。『政策規定』が「…自営業（中国語は「個体戸」、あるいは「個
体経済」）が国有企業、集団企業を補完する必要な部分である。…非農業自営業を復活させ、発
展させるのは経済の発展、市場の活性化、需要の増大、雇用の拡大にとって重要な意味を持って
いる。…」を指摘している。また、『政策規定』が参入の業種、雇用者数、燃料・原料の購入方法、
販売価格などについて具体的な規定を定めた。
しかし、この『政策規定』はあくまでも政府の行為である。国家の意思として全国民に示すのは、
憲法にはほかならない。『政策規定』の公布の翌 1982年に第 5回全国人民代表大会第 5次会議が開
かれ、この会議にて新たな『中華人民共和国憲法』（以下は『1982憲法』と略す）が可決された。
生産手段の所有形態について『1982憲法』には、その前の憲法の理念と異なる部分が付け加えられた。
旧憲法（『1978憲法』）の第 5条に「中華人民共和国の生産手段所有形態は 2種類あり、それ
らが社会主義全民所有（国家所有）と社会主義労働者共同所有（集団所有）である。国家が都市
行政と農村部行政の統一指導・統一督促の下で、法律の許容の範囲に非農業の個人経営を容認す
る。同時に、それを徐々に公有化の道に導く」19ことが定められた。つまり今まで中国は自営業
を認めたが、最終的に公的所有制に再編する国家の意思を示している。
これに対して、『1982憲法』は、旧憲法の第 5条（生産手段の所有形態に関する部分）の前半
部分を「中華人民共和国の社会主義経済制度の基礎は、生産手段の社会主義公有制であり、それ
らが全民所有（国家所有）と労働者共同所有（集団所有）である」に修正して保留したが、その
後半の部分は新たに設けられた条項（『1982憲法』第 11条）に入れられ、充実された。その内
容は以下のようである。「法律の許容の下で、都市部と農村部の労働者個人による経営は、社会
主義公有制を補完する部分である。国家が個人経営の合法的な権利と利益を保護する。国家が行
政管理によって、または国有企業と集団企業と個人経営との経済関係を通して、個人経営を指導
174
東北大学大学院　国際文化研究科論集　第二十号
し、援助し、督促する。」つまり、『1982憲法』が従来の『憲法』と異なり、自営業を公的所有
制に再編せずこれからも存続させることを主張したといえる。
また、1984年 10月に中国共産党第 12期中央委員会第 3次大会によって『経済体制改革に関
する中共中央の決定』20（以下は『決定』と略す）が打ち出された。『決定』には、商品経済が
生産の効率性をよくする役割、多種多様な需要に応える役割と国民経済活動を活性化する役割を
果たしうることが盛り込まれている。これによって、従来の中央集権的計画経済に弊害が多いこ
とに関して、共産党内部においてはほぼ意見が一致したと判断される。中国共産党がこれから商
品経済を導入することにした。それと同時に、『決定』が再び個人経営の役割を強調し、個人経
営がスムーズに発展するために障害物を取り除き、有利な環境を作り上げ、関連法制度を整備す
ることをも提案した。
但し前記の『政策規定』によると、自営業が従業員を 1人か 2人雇えること、また技術集約的
生産の場合、弟子を 2人か 3人、最大で 5人まで有することを許すという。つまり、自営業がそ
の以上の従業員を雇うことをまだ認められていない。そのため、自営業の存続が認められたが、
私的経営のより大きな発展が阻まれていたといえる。より大きな個人経営、あるいは私的企業の
容認は、5年後の 1987年を待たなければならなかった。
1987年 1月 22日に開かれた中共中央政治局会議にて、農村部の制度改革をさらに推進する方
針が固められた。そこで共産党の方針を表す公文書『農業の改革をさらに進展させる』21（以下
は『農村改革』と略す）が練り上げられた。この公文書において私的所有経営の容認が中国共産
党の共通認識として初めて文書化された。『農村改革』の「第 6条　個人経営と私有企業の方針
について」に、「個人経営が自らの労働力の不足を補充するために、1人か 2人の手伝いの人を
雇うことができ、技術集約的企業の場合、さらに 4、5人の徒弟を受け入れることができる。また、
拡大再生産のため、雇用者数がこの限度を超える私有企業をも認め、（法律を守るか否かを督促
する―筆者の注）督促を強める。よいところを生かし、弊害を抑制し、段階的に指導していく方
針を採るべきである」ということが書いてある。しかも、このような個人経営や私有企業に関す
る方針が基本的に都市部にも適用すると定められている。
さらに、1988年 4月 12日に第 7回全国人民代表大会第 1次会議にて、『中華人民共和国憲法
修正案』が可決された。この修正案においては私的企業の容認が盛り込まれた。すなわち、従来
の第 11条の個人経営に関する条項が残された上、「国家は、法律の許容の下で私営経済の存在と
発展を認める。私的企業経営が社会主義公有制を補完する部分である。国家が私的企業経営の合
法的な権利と利益を保護し、私的企業経営を指導し、督促し、規制する」（『中華人民共和国憲法
修正案』1988年、第 1条）ことが新たに付け加えられている。
その 2ヵ月後の 6月 25日に『中華人民共和国私営企業暫定条例』22（以下は『暫定条例』と略す）
が政府によって公布された。『暫定条例』が、個人経営（自営業）と区別するため、雇用者数の
8人以上の企業を私営企業 23と定めた。しかも、私的所有企業の企業形態が、3種類と分かれて
いる。それらは、家族経営（中国語では「独資企業」と呼ぶ。個人資本、または家族資本）、共
同経営（あるいはジョイントベンチャー。中国では「合夥企業」と呼ぶ）、有限会社（中国語で「有
限責任公司」と呼ぶ）である 24。
家族経営の場合は、一人による投資の企業であり、投資者が企業に対して、無限責任を負担す
る 25。一方、共同経営の場合、二人以上の投資者によって構成されており、共同で企業を運営す
る企業であり、共同出資者が企業に対し連帯無限責任を負うこととなる 26。そして、有限会社の
175
生産手段の私有化をめぐる中国制度変容の史的道程
場合は、投資者が 2人から 30人までと定められ、投資者が自分の出資額に対して責任を負う 27。
これに対し、会社がすべての債務を負担する。
同年 12月に中国共産党第 13回全国代表大会において、共産党総書記趙紫陽は「特色のある中
国的社会主義の路線に沿って前進しよう」28報告を行った。趙が、「…現在には公的所有以外の
所有形態が多くなったところか、まだまだ足りなく…」、「…公的所有の下で多種多様な所有形態
を発展させる。…」と述べ、さらに「今までの経験が、私的所有がある程度の発展によって、生
産をうまく促進し、市場を活性化し、雇用を拡大し、国民の需要を満たしたことを証明した。そ
れが公的所有を補完する必要で、かつ有益な部分である。できる限り、私的所有にかかる法律、
規定等の制度を速やかに築き上げ、私的所有の経営の合法的な利益を保護し、それらの経営を指
導し、督促し、規制する」ことを主張した。
これまで、中国の憲法が個人経営と私有企業を認め、それらの経営の保障を確立したことと、
個人経営に関する行政条例の『政策規定』と私営企業に関する行政条例の『暫定条例』が憲法の
容認の下で、政府によって打ち出されており、個人経営と私有企業が公的所有への再編を恐れず
に自由に経営活動を行うような制度的なインフラが構築されたことを考察した。しかし、これら
の規定や条例はあくまでも政府の行政的な行為である。私的所有の経営形態に関する個別の法律
が必要とされている。そのため、80年代初頭から 90年代初頭までの間は中国の私的所有に関す
る制度的なインフラ整備の萌芽期にすぎないといっても過言ではない。
Ⅳ　私的所有企業の全面的な法整備
だが、多種多様な所有の企業形態にかかわる法律の制定はそれほど簡単な問題ではない。生産
手段の私的所有の行方が依然として不透明な状態となっている。根本の問題は、国づくりのため
の制度を如何に構築していくかのことである。前述のように中国共産党第 12期中央委員会第 3
次大会に可決された『決定』が商品経済の導入を明言した。但し、その後、中央集権的計画経済
が依然として需要と供給との関係を調整する主要な手法 29とされており、また国有企業も依然
として国民経済の再生産活動の主な担い手となっている。一時、中国の経済移行が進まず、行き
詰まってしまったとみられる。
このような局面を打開するために、鄧小平は 1990年末ごろに数人の中国共産党中央委員会の
幹部と話した際、計画と市場との関係を論弁した。市場なしで、経済の発展を語らないと強調し
た 30。翌年の 1991年 1月に、この影奉行としてよく知られている鄧小平氏 31が最も早く対外開
放をはじめた南沿海部の深圳、珠海、上海、および内陸部の武昌を渡り歩き、視察した。各地域
の首長に対して中国の経済制度に更なる改革が必要とされていることを唱えた。そこで、市場経
済の重要性を強調し、なお中国の経済開発にも市場経済が役立つことを主張した 32。この各地域
の首長との談話内容がその後、あの有名な「南巡講話」と名づけられた。
鄧小平が中国共産党の幹部や地方の首長等との談話で、中国の経済移行の行方を示唆しただけ
でなく、更なる改革の基調をつけたと思われる。そのため、「南巡講話」が発表した 4ヶ月後、当
時の中国共産党総書記である江沢民は中国共産党中央党校にて地方首長等に「鄧小平講話の意義
を深く理解し、着実に実行する。経済開発と改革開放をより速くよりよく行うよう」33演説を行った。
この演説で、江沢民は中国的市場経済が社会主義市場経済であるべきことを個人の考え方とし
て謙虚に同席者に語った。江沢民がこのような中国的市場経済の三つの特徴をまとめた。それら
は、①公的所有を主体として、多少多様な企業形態が同時に発展していくこと、②労働の質や量
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に応じた分配制度を主体として、一部の地域と一部の人が先に裕福になってから徐々に全体が裕
福になっていくこと、③市場経済と計画経済のよいところを極限に生かし、経済資源を最適に配
分し、公平的に社会の分配を調整することである 34。
江沢民のこの考え方がその 4ヵ月後に開かれた中国共産党第 14回全国代表大会の報告に盛り
込まれた。中国共産党第 14回全国代表大会が 1992年 10月 12日から 18日まで開かれていた。
この大会において江沢民が『改革開放と現在化の建設を速め、中国的社会主義の更なる勝利を勝
ち取ろう』35の党務報告を行った。そこで、中国的市場経済の正統性が確かめられた。また、市
場経済の本格的な導入と多種多様な所有制の共存が中国的経済移行の目標とされた。
そして、1993年 11月 14日に中国共産党第 14期中央委員会第 3次大会にて、『社会主義市場
経済制度を樹立する諸問題に関する中国共産党中央委員会の決定』36（以下は『市場制度樹立の
決定』と略す）が可決された。『市場制度樹立の決定』は、冒頭で十数年の経済移行を経て、多
種多様な所有制と市場経済の雛形が徐々に形成してきたことを強調している。そこで、いっそう
中国的市場経済の理念を固めた。この理念の根幹となるのは、市場による経済資源の配分と多種
多様な所有制の共存である。
さらに、2003年 10月に中国共産党第 16期中央委員会は『完全な社会主義市場経済制度を整
える諸問題に関する中国共産党中央委員会の決定』37（以下は『完全な市場制度の決定』と略す）
を公布した。『完全な市場制度の決定』が、社会主義市場経済制度が初歩的に築き上げられてお
り、多種多様な所有の経営における共存、共栄の環境整備も基本的に出来上がったことを明白し
た。その上、さらに完全な市場制度を仕上げる必要があると指摘した。たとえば、非公的所有の
経営がスムーズに行うために法律や規定・条例の修正・新規制定によって、制度的なインフラを
再構築する。また、投資主体の多様化、国有資本、集団資本と非公的資本の共同出資を促すこと
も新たに提案した。
すなわち、1990年代に入ってから経済移行がさらに深く進展していくために新たな理念の樹
立、新たな制度の設計をめぐり、中国共産党の内部において壮大な議論が繰り広げられてきたこ
とがあるのは考えられる。それはなぜかというと、市場の完全な導入と経済活動の重要な担い手
としての私的所有の容認は、従来の共産党の考え方を覆したうえ、新たな理念を作り上げ、さら
にそれに基づいて、実行しなければならないため、挙党で認識を統一する必要があるからである。
このような中国共産党方針の変更に伴い、憲法の修正も頻繁に行われている。例えば、1999年、
2004年に 2回にわたり、非公的所有にかかわる『憲法』の第 11条が修正された。1999年版の修
正案 38によると、「第 11条　法律の許容の下で個人経営、私的企業経営等の非公的所有企業は社
会主義市場経済の重要な部分である。国家が個人経営、私的企業経営の合法的な権利と利益を保
護する。国家が個人経営、私的企業経営に対して指導、督促、規制を行う。」39というように修
正された。文面からみると、従来の基本内容とは異なっておらず、特に新たに付け加えた箇条は
なかったことがわかる。但し、私的所有企業に対する重視がいっそう増してきたとみてよい。
そして、2004年 3月 14日に新しい憲法修正案が第 10回全国人民大会第 2次会議に可決された。
非公的所有にかかわる第 11条の内容が「国家が個人経営、私的企業経営等の非公的所有企業の
合法的な権利と利益を保護する。国家が非公的所有企業を励まし、これらの企業を支持し、指導
すると同時に、非公的所有企業を法律に基づいて督促し、規制する。」40というふうに修正された。
生産手段の所有のあり方について数回にわたり、憲法の該当条項が修正された。毎回の修正し
た内容は、ニュアンスが微妙に異なっている。そのため、憲法の生産手段の所有制度の条項に関
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する数回の修正内容を詳しく比較してみる必要があると思われる。1975年の憲法の第 5条には、
「中華人民共和国の生産手段所有形態は 2種類あり、それらが社会主義の全人民所有制と社会主
義の労働者共同所有制である。国家が、非農業の個人経営が都市部や農村部の行政指導の下で法
律の許容範囲に働くことを認める。それと同時に、個人経営を徐々に社会主義集団化（公有化）
の軌道に導く」ことが書いてある。
ここで、2点のことに注意する必要がある。一つは、「個人経営、あるいは自営業」のニュア
ンスが現在のそれと微妙に異なっている。実には「…国家は、非農業の個人経営が都市部や農村
部の行政指導の下で法律の許容範囲に働くことを認める。…」の内容は、どこの企業組織、団体
組織に属せず、個人で零細商売を切り盛る際、自営業の「経営」を認めず、その人の「働き」と
して認める意味合いがある。
もうひとつは、「…個人経営を徐々に社会主義公有化の軌道に導く」文言が当時の共産党の理
念を反映していることである。つまり、現時点で自営業の存在を認めるが、最終的に個人経営も
公有化することを明言している。
3版の 1978年版の憲法をみると、第 5条の文言の訂正がされたが、内容はまったく変わって
いない。4版の 1982年版の憲法は、大きな修正が施された。旧版の憲法の第 5条（生産手段の
所有に関する部分）の前半が残され、文言の修正がされてから、第 6条に移動させられた。新し
い第 6条は、従来のように公有制を主要な所有制度とするのではなく、公有制を中国社会主義の
基盤とした。
さらに 4版の憲法に生産手段所有制の関連の第 11条が新たに設けられた。前述のようにこの
第 11条に個人経営に関する条項が書いてある。4版の憲法は、個人経営が社会主義公有制を補
完する部分であることを強調し、国家が個人経営の合法な権利、利益を保護することを主張し
ている。しかも、4版の憲法は旧版と異なり、個人経営を国民経済の一部とみなし、「個人経済」
という固有名詞を用いている。また、1988年版の憲法修正案は、第 11条に私有企業に関する内
容を新たに付け加えた。それは、「国家が、法律の許容範囲に私有企業の存在と発展を認める。
私有企業が社会主義公有制を補完する部門である。…」の部分である。これは、中国の国作りの
意思や理念に画期的変化が現れたことを物語っているといえる。つまり、70年代まで公有制度
に再編させられ、姿がすっかり消えた私有企業の存在を再び認めるようになったことから、中国
共産党の私的所有に対する認識がさらに前進したと判断される。
そして、1999年になると、「生産手段の私的所有が公有制を補完する部分」という文言がさら
に修正された。そのなか、個人経営と私有企業を含めた非公的所有の経営が中国の経済活動担い
手の重要な部分となった。しかも、1999年の修正案は「…社会主義初期段階（現段階のことを
指す―筆者の注）において、国家は、公的所有が主体となり、多種多様な所有とともに発展する
ことを堅持する。…」という文言を従来の第 6条に新たに付け加えた。
2004年の修正案は、従来の「国家が、個人経営、私有企業を指導し、督促し、規制する」内
容をさらに充実させた。新しい内容が、「国家が、非公的所有の発展を励まし、支持し、指導す
ると同時に、法に基づいて、非公的所有の経営に対して督促や規制を行う。」となっている。つ
まり、最新の憲法は、非公的所有の経営を経済活動の重要な担い手としてみなし、なおかつ国
家がそれらの発展をサポートする国家の意思を示している。1978年版の憲法と対比してみると、
生産手段の非公的所有を公有化させることから非公的所有をサポートすることへとの憲法の内容
の変化は、中国の国作りの理念が極めて大きく変容してきたことを反映しているといえる。
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ところで、生産手段の非公的所有にかかわる法整備は、憲法の再訂と修正にとどまらず、個別
の法律も公布されるようなった。例えば、1993年には中国版の会社法―『中華人民共和国公司法』
が、全国人民代表大会第 8期常務委員会第 5回会議によって可決された。中国版の会社法は、「有
限責任公司」と「股份有限公司」の関連法案である。そのなかの「有限責任公司」が、前出の『暫
定条例』の「有限責任公司」と同じような法人である。会社法の場合、「有限責任公司」の投資
者の人数が『暫定条例』のそれと異なり、2人以上 50人以下と定められている。
また、1997年に『中華人民共和国合夥企業法』（共同出資会社法）、1999年に『中華人民共和
国個人独資企業法』（単独投資会社法）が公布された。前者は『暫定条例』の共同出資を対象と
した法律であり、後者は『暫定条例』の独資企業を対象とした法律である。
これで、生産手段の私有化、および私有企業にかかわる法整備は一応一巡りにして、完了した
と思われる。また、すべての企業を対象とした『会計法』『会計監査法』、および『上場会社法規』
なども相次いで公布された。紙幅のため、これらの関連諸法の考察を省略する。
Ⅴ　おわりに
冒頭で述べたように「上」からの経済制度の移行は旧社会主義諸国が共通している。だが、移
行の過程や移行の手段（手法）が諸国の間、必ずしも一致していないのは明瞭なことである。す
なわち、市場制度、私有制度への移行が旧ソ連を代表とした「急進的」な移行と中国などの「漸
進的」な移行とは大別されている。
よく知られているように旧ソ連等はワシントン・コンセンサスに従って、経済制度の移行に踏
み出した。中国的経済移行が「漸進的」だと特徴付けられているが、これらの諸国と異なり、最
初に必ずしもはっきりとした目標を立て、それに基づいて進んできたわけではなかった。中国の
生産手段所有制度の変容が紆余曲折しながら、今日の形に辿りついたことは今までの検証によっ
て明らかにされた。
すなわち、政治闘争を中心とする国家理念から経済開発を中心とする国家理念へと意思の転換
が現れたとしても、しかし、手続きとしては、与党としての政党は変わっておらず共産党が永年
与党となっているため、まず国家理念の転換を挙党一致しなければならない。意思の統一は、そ
れほど簡単な問題ではなかった。今まで、政治闘争によって政治犯とされた冤罪、および党内の
不当処分等の問題は、まず解決しなければ党内の意思統一がありえない。このような調整過程が
非経済的だとみられているが、政権を握っている政治家の階層の安定化こそが「上」からの経済
制度の移行にとっては必要不可欠な条件である。
国家として、あるいは政府として無責任でこの問題の解決を放棄して、あるいは無責任でこの
問題を軽視し「自然」に任せるわけにはいかないと思われる。しかも、今までこのような旧社会
主義諸国は一国もなかった。それはなぜかというと、これらの国がすべて「政府の唯一の合理的
基礎、支配の権利とこれに対応する服従の義務との唯一の基礎は、便益―すなわち、コミュニティ
の一般的受益である」41ことを前提として成り立った国家だからである。
また、生産手段の公有制から私有制、あるいは公有と私有の混合制度への移行も経済活動のメ
カニズムの変容であり、われわれが日常によく使っているスイッチのような、瞬間に切り替えら
れるものとは大きな違いがある。生産手段の私的所有における思想の連続性がないため、これま
で中国の実態について検討したように、まず法律や政策等を制定する政治家等の意識の転換が必
要とされている。
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しかも、国有企業を維持しながら、私有企業への容認を始めた制度の構築がさらにいっそう困
難なこととなる。中国の場合は、私的所有の制約から解放へ漸進的に国家、あるいは政府がその
合法的な手段を行使した。まず行政命令による生産手段の私的所有の容認が始まった。その後、
この行政命令の法律根拠が国の根本原則となる憲法の修正によってつけられた。このような過程
が幾度も繰り返された。さらに生産手段の私有化、私的所有企業の経営を保障するのは、単に行
政命令に頼ることができない。個別法の整備も重要な手続きである。中国の場合は、見事に行政
命令から法律の整備へ、新たな法律から新たな行政命令へと切り替えた特徴が今までの検証に
よって浮き彫りされた。つまり、こうした憲法の修正や個別法律の整備は単なる政府の行政命令
を正当化するだけでなく、国家の意思として公にする意味も含まれているといえる。
要するに、このような制度の移行は、国家、あるいは政府による遂行が最も有効な方法である。
しかし、経済制度の移行はブラックボックスのなかで行われていることではない。それが「人間」
によって遂行された社会変革である。このような過程においては、「人間」の意識の転換（進化）、
制度の文書化が即時にできることではなく、長い年月がかかり、徐々に進んでいくことにはほか
ならないといえる。正にハイエクがいった通り、「…明示的な前提からの論理的演繹能力を通じ
て人間がその環境の支配に成功したという信念の基底にある基本的仮定は、事実の上で誤りであ
り、…意思的な狙いを首尾よく完遂するための必須条件である社会の諸制度は…実践
4 4
の結果
4 4
（傍
点は筆者が付け加えた）である」42。
注釈
1   実際に、私有化の過程、あるいは私有化を実施する前に関連法制度の整備に重要視を与える必要があると
先学に指摘されている（Joseph E. Stiglit, ‘Foreword’ from Privatization : successes and failures （Edited by Gérard 
Roland）, Columbia University Press, 2008）。
2   例えば、馬家駒編『中国経済改革的歴史考察』（浙江人民出版社、1994年）と潘石編『当代中国私営経済発展』
（山西経済出版社、1991年）が挙げられる。
3   この大会は、経済制度の移行に関して具体的な方針を打ち出していないが、過去の 30年間の政治闘争と決別
し、経済の開発を国の主要な目標とするため、その後中国制度移行の一里塚とされている。
4   鄧小平「中共中央工作会議の閉幕演説―解放思想・実事救是・団結一致向前看」1978年 12月 13日（『鄧小平
文選　第 2巻』）、p.152。
5   同上。
6   1956年末に 96.3%の農民が農村合作社（集団所有）に入社した。都市部において公的所有企業へ合併した私
有企業、集団所有企業へ併合した私有小売者と私有飲食業者がそれぞれ 98.7％と 85.1％、86%に達した（孫健『中
華人民共和国経済史』中国人民大学出版社、1992年、p.145-164による）。
7   鄧小平（1978）、p.152。
8   中国の著名な経済学者であり、有力な政策の制作者の一人でもある。中国社会科学院副院長、中国国務院政
策研究室副室長を歴任。
9   当時は胡耀邦が中国共産党組織部長であったが、後、中国共産党総書記になった。
10  于光遠『1978：我親歴的那次歴史大転折』（『1978：私の経験したあの歴史的な転換』）中央編訳出版社、2008
年第 2版、p.163。
11  「中国共産党第 11期中央委員会第 3回会議公報」1978年 12月 22日。
12  葉剣英「中華人民共和国創立 30年祝賀大会のセレモニー」1979年 9月 29日。
13  『中国共産党第 11期中央委員会第 4回会議公報』1979年 9月 28日。
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